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■相談先

とよなか国際交流センター  
（外国人のための多言語での相談サービス）

TEL：06-6843-4343　毎週金曜日	11:00～ 16:00（祝日休み）		　
日本語、中国語、韓国・朝鮮語、フィリピン語、タイ語、英語、インドネシア語、
ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、ネパール語　外国人女性のため
の相談専用電話：06-6843-0390

アジア女性センター 	　
■アジアン ･ ウィメンズ ･ ホットライン 		
　	TEL：092-513-7333　日本語、英語：月～金曜日	9:00 ～ 17:00	
／フィリピン語：毎週月曜日	9:00 ～ 15:00 ＆	毎週水曜日	10:00 ～
17:00 ＆	毎週金曜日	13:00 ～ 16:00 ／タイ語：月～金曜日	10:00
～ 16:00／中国語：月、火、水、金	9:00～ 17:00	／韓国語：毎月第	
4	木曜日	10:00～ 13:00／インドネシア語：毎月第	2	木曜日	10:00
～ 16:00	

■ちくし女性ホットライン				
　	TEL：092-513-7335　月、水、木、金曜日	12:00 ～ 19:00	　土
曜日	10:00～ 17:00	

■あさくら ･ おおき ･ おごおり ･ かま・やめ女性ホットライン	
　TEL：092-513-7337　月～金曜日	10:00～ 17:00				

ＮＰＯ法人 女性エンパワーメントセンター福岡 
多言語ホットライン （外国語・移住外国人女性のご相談）
TEL：092-738-0138　毎週火曜日・木曜日	10:00～ 16:00				
中国語、韓国語、英語、ベトナム語、タイ語、ポルトガル語、スペイン語、
インドネシア語、タガログ語、ロシア語		

CHINA PhilippineThailand
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■はじめに	

私たちは、日々出会う外国籍の被害にあった女性たち
への支援の困難さを感じていました。けれど、国籍別
の女性たちへの支援を学び、また、無力感に打ちひし
がれた外国籍女性が、その国のことをよく理解する支
援者に出会ったとたん、別人のように生き生き活動し
出したことに驚いた体験がありました。

彼女たちは、ＤＶによる支配と暴力の壁をはじめ、数々
の見えない壁に阻まれています。夫や家族の協力を得
られないと在留資格をはく奪されるという間違った情
報で脅されていたり、言語の問題、特に支援に関わる
制度や行政用語が分からないということがあります。

私たちは、こうした問題に取り組み、『在留資格に翻
弄されないために　在住外国人ＤＶ被害者支援ガイド
ブック』を作成しました。

本冊子は、このガイドブックのエッセンスともいうべ
きものです。現場で日々、悩み、課題に直面している
多くの支援者の方々に活用していただけることを心か
ら願っています。

■目次

外国人が相談にみえたとき…………………………P3

多様な支援の提供、選択と自己決定………………P6

国別に見てみよう…………………………………P12

Q&A	………………………………………………P24

在住外国人を巡る課題……………………………P25

外国人が相談に
みえたとき

■相談者の様子を把握する

○怖がっている

○不安そう

○面倒くさそう

○顔色が良くない

○疲れている様子

○身なりを整えている／整えていないなど

初期対応 基本情報 リスクアセスメント
1 2 3

日本人より
丁寧に

特有の背景事情
の理解が必要

状況の見立て
でもある
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初期対応

1

基本情報

2

初期対応が大事
日本人より丁寧
に対応する

■対応の内容

◇	母国語の手当て（相談者が信頼・安心できる通訳がいるのか、まず相談

者に聞いてみる）
◇相談者が、何を求めているのか

◇ケガ、病気など緊急性があるかどうか

◇同行支援があることの情報を伝える

◇相談に至るまでの経緯を聞く

◇	支援の範囲を伝える（受けることができること、できないことを説明する）

夫・パートナーとつながっている通訳者も
いるので注意が必要。まず、相談者に安心で
きる通訳者がいるかどうか聞いてみよう！

「すぐ逃げる」か「夫とともにいる」か…
リスクアセスメントは判断が難しい。右記
の注意点に留意して判断しよう。

選択できるメニューを提示し、相談者の意
思、子どもの意思を尊重する→ 自己決定

相談者から
夫・パートナーの
情報を聞き取る

■聞き取る時の注意点

◇客観的データが不可欠

　暴力の見立ては状況の見立て／「結果と影響」に注目する

◇継続的にアセスメントする

◇現状より悪化させない

◇	過去３か月間の加害者の言動を見立てる

◇	加害者の情報を最も持っているのは被害者

相談者の基本情報を
聞き取る

■聞き取る内容
◇名前、年齢、住所
◇相手との関係性（夫、パートナー、内縁）
◇	夫の国籍（日本人、同国人、同国
ではない外国人）
◇子どもの人数と各々の年齢
◇	子どもとの関係性（自分と夫の子、
自分の連れ子、夫の連れ子）
◇子どもの保育園、学校関係

◇	医療にかかっているかどうか（相
談者、子ども）
◇警察に相談したことがあるか
◇	手持ち金額及び使うことができる
資金の有無
◇	在留資格（就労目的、就労を目的
としない、身分による）
◇	親しい友人、知人に家を出ること
を話しているかどうか

リスク
アセスメント

3
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夫のＤＶがエスカレート。友人から区の女性相談員のところに相談に行っ

てみたらと言われた。リスクアセスメントを行った相談員が今後のメニュー

を提示。

本国に残してきた前夫との子どもと母への送金を
欠かすわけにはいかない。住み込みで働くことに
決めて、子どもは友人に預かってもらった。

子どものためにと頑張ってきたが、劣悪な環境、長時間労働等過酷な仕事。

友人に預けた子どもは夫が小学校に探しに来て、連れ去られてしまった。

多様な支援の提供、選択と自己決定

A さんの選択………友人のところに行く

メニュー

友人のところに行く 緊急一時保護施設へ入る

メリット	 働くことができる
	 子どもが通学できる
	 家賃がいらない

デメリット	 夫に見つけられる
	 子どもを連れ去られる
	 危険がある

メリット	 安全の確保
	 食・住の確保
	 転宅のサポート

デメリット	 通勤不可
	 子どもの通園・通学不可
	 友人との連絡不可

夫が日本人で子どもがいるAさんとＢさんの場合例

外国人が相談にみえた時ー多様な支援の提供、選択と自己決定

離婚はしていないので、在留資格は「日本人の配偶者」。ところが夫

は離婚届けにサインを強いてきた。慌てて調停を申請。親権を取れ

なかったら日本に居られないかもしれない…。

一方が外国人の場合、日本の法律と外国の法律の両方が
関係する。協議離婚は外国人の本国法で有効かどうかは
確認する必要がある。日本で離婚が成立しても本国では
結婚したままになる場合もある。

調停で離婚が成立し、親権は夫となった。婚姻期間が3年ちょっと

だったため、定住者への変更ができた。同国人の友人が弁護士を紹

介してくれた。

在留資格の変更
日本人の配偶者が離婚すると「定住者」に変更する必要
がある。ただし、子どもがいない、または親権者ではな
い場合、離婚後、定住者変更は、（実質的な）婚姻期間
が3年、そのうち日本で3年在留していることが要件。
最近、この判断は厳しくなっている（東京入国管理局管
内）。
※永住者の場合は、離婚で在留資格に影響を受けることはない。

POINT

POINT

法律扶助制度
■	法テラスサポートダイヤル　TEL：0570-078374
■	法テラス多言語情報提供サービス　TEL：0570-78377

困ったときに利用しよう
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緊急一時保護所（シェルター）に嫌がる
子どもを説得して入る。

2週間が過ぎ、ステップハウスに移ることになった。生活保護費が

出ると決まったので、すぐに働かなくてもよくなった。子どもは転

校したが、まだ馴染まないようだ。離婚調停を申し立て、日本語教

室に通うことにした。

子どもは通学できず、毎日喧嘩ばかり。夫が探しているらしいので、

外出がほとんどできない。仕事もできない、本国の親にも友人にも

連絡できないのが辛い。

緊急一時保護施設への入所
B さんの選択………緊急一時保護施設へ入る

スタッフが同行支援

小学校の転校の
手続き

離婚調停のために
弁護士を手配

日本語教室を
探す

ステップハウスのスタッフが保証人になってくれた。離婚調停が

あっさり終わってホッとする。夫に新しい女性がいるらしい。子ど

もの面会交流は1か月に1回と決まった。

在留資格は「日本人の配偶者」。でも、更新の時期が来てしまった。

夫に身元保証人は頼めない。どうしよう。

別居、離婚協議中の在留資格
「日本人の配偶者」として更新する。夫に身元保証を頼
めない場合は、その理由を入国管理局に説明して、ＤＶ
による傷跡などの証拠写真等があればいっしょに提出す
る。住所登録と現住所が違うこと、すぐに変更できない
ことを入管に話しておく。
ＤＶ案件の在留審査について、配慮を求める通達も出て
いるが、更新期間は6か月となり、更新を繰り返す必要
がある。

離婚後14日以内に入国管理局に離婚の報告をし、遅く
とも6か月以内に在留資格を変更する。「配偶者の身分
を有する者」としての活動を継続して6	月以上行わない
で在留していると在留取り消し事由にあたる。ただし、
正当な理由がある場合を除く。

POINT

POINT

外国人が相談にみえた時ー多様な支援の提供、選択と自己決定
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子どもは学校には行ったり行かなかったり。時々夜遅く帰る
ことがある。Ｂさんは精神的に具合が悪くなり、薬を飲みな
がら仕事だけは続けている。

多文化共生相談員が多文化共生センターを紹介してくれた。子ども

は同じような環境の子どもたちや日本人のボランティアなどに出会

えて、遅れた勉強に少し身を入れ始めた。

私も以前より動けるようになったので、親の会に出て、知り合いが

できた。疲れてどうしても動けないときは、「子ども食堂」を利用し

ている。そこは、勉強を教えてくれる塾もある。

ケースワーカーの勧めもあり、駅前のホテルでベッドメーキングの

仕事を始めた。外国人が多いので、情報がもらえそう。でも、子ど

もが最近、学校に行きたがらない。私の体調も良くない日が続く…。

■自立へ第一歩

スタッフが同行支援

ステップハウスのスタッ
フが、多文化共生相談員
に相談。本国の言葉が通
じる医療機関を探す

保証人なしでも可能
な転宅先を探す

転宅先で小学校
の転校の手続き

家庭裁判所で
離婚調停をする

父母の在留資格 子どもの在留資格 離婚後の子どもの在留資格

父親、母親が永住者 永住者の子として
の定住者

子は永住者の子としての定住者に変わ
りなし。父の在留資格は大きな問題で
はない。

父親が永住者で母親
が永住者の配偶者

永住者の子として
の定住者

母親の在留資格が定住者に変更できた
場合（3年間の要件あり）、定住者の子
として定住者となる。

父親が定住者、母親
も定住者（母自身日
系人など）

定住者の子として
の定住者 定住者としての在留資格に変わりなし。

父親が定住者、母親
も定住者（定住者の
配偶者）

定住者の子として
の定住者

母単独で定住者の在留資格の該当性が
あるかどうかが検討される。離婚後、定
住者の可能性はあるが、「日本人の配偶
者」の場合よりは判断がやや厳しい。

子どもがいるか、親権者であるかどうかで変わって
くる在留資格
① 日本人夫との間に実子がいて、子の親権者
② 現に相当期間養育して監護している
いずれかの要件があれば、あまり問題なく定住者の在留
資格を取ることができる。生活保護を受けていても、子
どもを育てていれば定住者の資格が出る場合も多い。

POINT

■在住外国人夫婦の子どもの在留資格

外国人が相談にみえた時ー多様な支援の提供、選択と自己決定

■ 多文化共生センター　（子どもたちが抱える課題の解決に取り組んでいる）
http://tabunka.or.jp/　TEL ＆ FAX：03-6807-7937

■ フードバンク　（食べ物に困る状態の方への食料支援）
http://2hj.org/　TEL：03-5822-5371

■ 子ども食堂　（子ども1人で入れる食堂）
http://kodomoshokudou-network.com/

困ったときに利用しよう
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

当事者の抱えている問題
○	夫のDV（首を絞めるなど）、メールなどによる脅迫。

○弁護士と言葉の問題もあり意思の疎通が難しい。

○	監護権は夫という審判が出たため、2人の子どもは夫の実家に引き取ら

れた。児童相談所には、自立するために一時的に預かってもらうつもり

だった。自分はDVの被害者であり、母子関係も悪くない。夫は経済力

以外には子どもの養育能力及び意思がないのに、日本の関連機関が夫側

に立っているような手続きをとっていると感じている。

支援
○	支援員が同行を始める。

○	同行通訳が入って弁護士との意思疎通がなされ、関係は改善。

○	調停の通訳として同行し、日本人支援者も同行。女性の考えを伝えるこ

とで、調停委員の状況の理解が進む。

○	家庭裁判所の調査官の面接、自宅訪問調査の際の通訳も行う。結果として、

親権者は夫になり離婚が成立したが、子どもとの面会交流は頻繁に行い、

長期の休みは母親の方に滞在するなど安定した交流が続いている。

当事者の抱えている問題
○	家庭裁判所に離婚と父子関係不存在の申し立てはしたが、手続きが複雑で

よくわからない。

夫から暴力を受け、子ども 2 人とともに警察に行
き、一時保護された。その後子ども 2 人を児童相
談所に預け、自立のための準備をしながら、離婚と
2 人の子どもの親権を家庭裁判所に申し立てた。

紹介結婚で来日したが、夫の DV により数か月で逃
げ出す。その後別の男性との間に2児をもうけるが、
離婚手続きをしていないため子どもが元夫の戸籍に
入っている。夫と離婚し、子どもの戸籍をきちんと
したい。母子のみ生活保護受給中。

日本人夫とタイ女性

日本人夫とタイ女性

CHINA PhilippineThailand

CHINA PhilippineThailand

国別に見てみよう

1

2

支援員の介入が必要なときもある。介入しすぎは、ケー
スワークの基本として許されないが、文化的、習慣的背
景や外国人女性の状況を正確に知る支援員が同行するこ
とで、説明役を果たす必要がある。

POINT

生活保護を受けていたが働き始めたらその分が引

かれてしまった。友人が紹介してくれた通訳者は

丁寧に何度も説明してくれたので、やっとその仕

組みが分かった。言葉の壁は今もあるけど、この

通訳者に出会えてうれしかった。

タイ

CHINA PhilippineThailand
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

○	父子関係不存在の後、実父による認知届けが必要。認知届がない場合は

子どもの国籍が失われる。

○	認知届け後、子どもの戸籍を作成する必要がある。

○	離婚の申し立て後、数百万の支払いを要求された。夫はブローカーに数

百万円を支払い結婚したが、数か月で逃げられたのでその金額を支払え

というもの。→人身取引であるのは明らか。当然支払わなくてよい。

支援
○	問題を整理し、弁護士を紹介、法律相談へ同行。

○	家庭裁判所へ同行。

○	家庭裁判所の決定が出た後、役所へ離婚届の提出。

○	子どもの実父に認知届を出してもらうため役所へ同行。子どもの国籍が一

時的になくなる状態となるため、役所で生活保護の相談（事実上は出生時に

認知の効力がさかのぼるため国籍は失われないので生活保護は問題ない）。

法務省在留外国人統計2016年 6月

タ イ 女 男

在留総数 56,535 39,357 17,178

永住者 19,084

定住者 3,810

日本人の配偶者 7,139

紹介結婚
紹介結婚の形をした人身売買が起きているが、とても見
えにくくなっている。その他にも様々な形でブローカー
が関わっているケースもあり、判断は難しく、被害にあっ
た女性たち自身も被害者と認識していなことが多い。
離婚
タイ国籍者と日本人の婚姻の場合は、調停・裁判・協議
離婚にかかわらず、日本の法律に基づいて離婚が成立し、
日本人の戸籍に離婚の事実が記載されてから、戸籍謄本
をタイ語に翻訳し、大使館に届け出る。タイ大使館のホー
ムページで詳細を見ることができる。

活
用
し
よ
う
！

NGO

支援の際は、自分に知識がなくても、社会資源のあるところを知っているこ
とが大切。本国大使館や国際法務に詳しい弁護士や支援経験のあるNGOな
どに相談する。弁護士ならだれでも外国籍関係に知識があるというわけでは
ないので、適切な資源を支援者として開拓しておくことが大切。支援経験の
あるNGOの方が実務に詳しいこともある。

POINT

■タイ在留総数と在留資格別人数

■	寄り添いホットライン（外国人のための無料相談電話）	
	 TEL：0120-279-338	/	0120-279-226（岩手・宮城・福島県から）	
	 	まず、2をプッシュ。毎日10時～22時まで、全国どこからでも、電話で相談ができる。
通話料無料。英語、タガログ語、韓国・朝鮮語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、タ
イ語などが可。

困ったときに利用しよう

タイ人はフィリピン人のような教会などを中心としたコミュニティを持
たないので、孤立しがちである。どの国でも共通していることだが、同
国人どうしでも立場が異なるとコミュニティを形成しづらいという現状
もある。中には紹介結婚などで来日し、地方で孤立し支援から隔離され
た状態の場合もある。結婚して生活している人は、子どもの問題、離婚
や経済的な問題、病気など様々な問題を抱えたときに言葉の壁があり、
解決に必要な支援へのアクセスが困難なこともある。ただ、適切な支援
や機会があれば十分に対応ができる。

国際結婚したタイ女性の特徴と状況

タイ

CHINA PhilippineThailand
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

当事者の抱えている問題
○	夫は女性と浮気、DVもあった。

○	日本語学校にも行かせてもらえなかったため、会話もできない。

○	夫は弁護士が探し出してくれたが、5年以上、裁判をしていて子どもと

は年に数回会えるだけ。学校でいじめにあっているようだ。

支援
○	離婚ができていないので、在留資格は「日本人の配偶者」、あるいは係争

中の「短期滞在者」。保証人は配偶者がなるが、彼女の場合は、会社の関

係者が保証人になってくれた。現在は子どもは共同親権となっているが、

離婚時にどちらかに決まる。事実婚であれば、母親に親権がある。
当事者の抱えている問題
○	夫は首を絞めるなどのDV。日本語は片言しか話せない。

○	子ども2人にアレルギーと喘息があり、医者にかかる必要がある。

○	本国の家族が入院しているため、送金しなければならない。

支援
○	通訳が入って、女性がどうしたいのか意思の確認をする。

○	夫の DV は危険な状態であることを説明した後、シェルター入所のメ

リット、デメリットなどを説明する。子どもたちにも意思確認をしても

らう。

○	夫の連れ子は、通学できないと知ると、シェルター入所を嫌がった。小

エンターテイメントの仕事で来日し、日本人の夫
と出会った。子どもが生まれたが、夫が付き合っ
ている女性とともに子どもを連れて出て行ったき
り、行方不明。夫とは離婚できていない。

夫の DV で、自分の子、呼び寄せた子、夫の連れ子
4 人を連れて家を出て、役所の相談に駆け込んだ。
呼び寄せ子は日本語が話せず不登校気味。

日本人夫とフィリピン女性

日本人夫とフィリピン女性

1

2

認知に関しては、婚姻していない場合は、日本、フィリ
ピンの法律上の手続きがある。胎児認知であれば出生時
に日本国籍、出生後であれば法務局に届け出することで
日本国籍になる。

POINT

フィリピンでは離婚というのはないので、通常は離婚は
認められていない。婚姻無効という手続きがあるのみだ
が、国際結婚での離婚は認めている。日本の法律で離婚
成立後、フィリピン法上で離婚が認められるには、代理
人に依頼するしかないが、30万から60万円ほどの費
用がかかる。

POINT

CHINA PhilippineThailand
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

法務省在留外国人統計2016年 6月

フィリピン 女 男

在留総数 251,932	 183,278 68,654

永住者 122,481

定住者 46,830

日本人の配偶者 27,121	

■日本籍男性と外国籍女性の結婚・離婚の推移

■フィリピン在留総数と在留資格別人数

■	「カラカサン」移住女性のためのエンパワメントセンター　
	 （カラカサンは、タガログ語で「力」を意味する） 
	 【開設時間・相談時間】火・水・金10:00～ 17:00	（英語・タガログ語可）
	 TEL ＆ FAX：044-511-1562　E-mail：kalakasan@inada-noborito.com
■	移住者と連帯する全国ネットワーク（移住外国人の権利確立を目指している）
	 http://migrants.jp　TEL：03-3837-2316		FAX：03-3837-2317
	 E-mail：smj@migrants.jp

困ったときに利用しよう

学 6 年の彼女が通訳の役割を果たしてくれるので、置いて出ることは

難しい。後日出直すことになったが、警察の生活安全課の相談に通訳同

行する。

病院に行ったとき、子どもたちが大声で喧嘩する

ので、同行支援員が外の公園で、ずっと遊んでい

てくれた。医者から診断名と治療の見通しも聞い

てくれた。その後回復して、いまはヘルパーとして

働いている。落ち込んで辛かったときに寄り添って

くれたこと、うれしかったな。
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農村部での見合い結婚が奨励された。また、都市部ではエンターテナー
で来日した場合や斡旋業者の仲介などで結婚している（フィリピンの女
性が多い）。母国での貧困、よりよい生活へのあこがれ、母国の家族の
扶養の必要性もある。男性は日本、女性は外国籍の組み合わせが 8 割。
外国籍の配偶者の国籍は、中国、フィリピン、韓国・朝鮮の順に多い。
2000 年以降、全体の婚姻件数の 5% 前後を国際結婚が占めているが
2010 年以降は全体の婚姻件数の 3％程度に減少している。

フィリピン女性及び外国人女性の結婚の背景

フィリピン

CHINA PhilippineThailand
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

国際結婚で日本人の配偶者として日本にいる世帯も増えていますが、実際

は見合い結婚も多くなっています。農村など地方に嫁が足りないので中国

に探しに来ているのです。このような人が2000年から増えてきました。

だが実際、言葉が通じない、文化も分からないことが問題。

いままで中国で生活していたため、中国人の習慣、考え方で日本人と接触

するので、文化・習慣などの違いから摩擦ができて、「言っても分からない」

と男性からの暴力が増え始めています。

暴力を受け、とてもショックを受けていますが、保護されても、しばらく

して生活の不安や、国外の親や友達が、夫の脅迫電話を受け、夫の元に戻り、

しばらくして再び暴力をされることもしばしばあります。

日本人の考え方、習慣を理解する
ひとり親が日本で子育てしながら自立することは勇気と自信が必要です。

彼女たちは日本語ができなければ日本人とコミュニケーションを取れず、

仕事を見つけづらい。また日本の習慣が分からないため、保育園の保育士

や周りの日本人とトラブルが起こることもあります。自分の将来像が想像

できないため、とても不安な状態にいます。

彼女たちにとって、まずは日本人の考え方、習慣を理解することはとても

大事です。

支援者には日本の全ての制度、出入国管理及び難民認定法（在留資格など

の知識）、福祉、医療、税制、教育、住まいの基礎知識が必要だと思います。

また国際結婚による連れ子の問題があります。中国の女性は子どもは自分

の全てと思って、とても大切に子どもをかわいがるので、日本の夫が疎外

感を持ち、喧嘩の原因になり、離婚ということになります。

連れ子がいる場合、夫と一緒のときは夫と仲良くして、夫がいないときに

子どもを一生懸命かわいがるようにと言っています。それが連れ子と日本

人の夫と仲良くするコツだと思います。

「日本人でも中国人でもない」中国帰国者
平成になってから、帰国者が増えてきました。帰国者は一定の年齢になって、

日本に戻ったので日本語の習得が難しいです。彼らが私によく言う言葉は

「自分達は日本人ではなく、中国人でもない」と。それは、彼らは日本で生

活をしても日本語を話すことができない、日本の社会に溶け込むことがで

きない、外国人扱いになります。一方、中国に戻っても日本国籍ですので

生活がしづらい。寂しい帰国者たちは、中国にいる親族を全て日本に呼び

寄せ、ある区では、１人の帰国者に100人を超える大家族がいます。

中国では孔子や老子の教育を受け、親孝行をしなければならないので、日

■男女年代別在留外国人（中国 )  

東京都総務局2015年７月

日本人夫と中国女性

多文化共生相談員の李華さんから、
在住中国人女性について話を聞いた。
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外国人が相談にみえた時ー国別に見てみよう

本にいる老齢になった親の世話をしなければ、周りの人から指摘されるの

で、仕事をしながら親の介護をする方もいます。でも、日本の介護制度の

利用が理解できないので、何回も介護制度を使うように説得をしました。

中国の「教育」と日本の「共育」の違い
中国の教育と日本は少し違うので、たまにトラブルの原因になります。中

国は先生が責任をもって子どもを教育しますが、日本は先生と家庭が共同

で教育にあたります。「教育」と「共育」の違いがあります。

夜間中学のある区では、大勢の中国の方が勉強しています。中国は生徒が

悪いことをすると、先生は親を呼ぶ習慣があります。

こんなことがありました。ある先生が、お母さんに学校に来てほしいと言っ

ているが、母親は子どもが悪いことをしたから先生に呼ばれるのだと思っ

て学校に行きませんでした。日本では先生が親と一緒に進路の話し合いを

するという習慣を説明したら、そのお母さんは翌日に学校に行ったとのこ

とです。日本人の当たり前は外国人にとって当たり前ではない。このよう

なことを心に留めておいてほしいのです。

東京では、上海、北京などの同郷会や中国人の貿易促進協会、全日本華人

華僑総工会、女性交流会などなど、数十か所に民間団体ができて、その中

での助け合いがあります。ここには様々な職種の人がいるのでお互いの知

識を出し合って助け合いをしています。中国人が楽しむイベントも増えて

きました。私も土日は楽しく過ごしています。

日本人ではあるが、中国文化を持ち続けて、血縁や親族の関係のみの閉
じた社会の中で、ヒエラルキーを持った組織体で生きている。 
ＤＶの被害にあった女性たちは、仕事をするために来日した訳ではない。

「見合い」などで連れて来られている。万一離婚し、在留資格が「日本
人の配偶者」でなくなったときどうなるか。 
中国でも教育を受けていないため、読み書きができない人もいる。生活
するには性産業か、ＤＶ夫のところに戻るしかない。自治体は、外国人
に対して、たとえ障害の可能性があっても認定されることが稀なので、
障害者手帳を持つことができない。中国に帰国しても、子どもたちは日
本人であるため、公立学校に入学するのは難しいという。 
婦人相談員ができることは、通訳の手当てをし、離婚、保護命令などの
手続きをするまで。その後の母子の生活が課題として残る。母子の施設
は、夜の仕事は禁止、施設の決まりごとが多いため、出ていく人も多い。
しかし、日本社会の偏見と差別のため、子どもたちは「いじめ」にあう
など、日本社会からはじかれる。女性たちも日本社会に適応する意思を
持たないため、各自治体ではケアするすべがない。こうした女性たちが、
水面下に一定数存在している。 
外国人には、文化的社会的背景や特有の課題があることを頭に入れて支
援する必要がある。行政が行う支援は限界があり、この先は民間が取り
組むしかないだろう。 

法務省在留外国人統計2016年 6月

中国 女 男

在留総数 830,385 474,381 356,004

永住者 232,310

定住者 26,732

日本人の配偶者 33,223

■中国在留総数と在留資格別人数

「日本人でも中国人でもない」人たちのＤＶ被害

中国

CHINA PhilippineThailand
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そこが聞きたい Q&A

日本人の配偶者の在留資格の方が係争中の場合、短期滞在になってし
まったら生活保護は切られてしまうのか。

係争中の場合に必ず短期滞在になるということではなくて、子どもと一緒
の場合は定住者に変更することが可能であったり、シチュエーションで違
う。子どもがいなくても調停中で、どちらか一方が離婚したくないと訴え
ていることがあれば短期滞在にならない可能性もある。子どもはどこかに
預けられていて母親の所に居ない、両者とも離婚を望む場合は、親権争い
のために係争していると女性が短期滞在になってしまう。働くことも、生
活保護も受けられない不利な状態となる。

………………………………………………………………………………………

外国籍の人が離婚する場合、役所、大使館で手続きは可能か。手続き
のために帰国する必要があるか。

日本の法律上の手続きは日本で可能である。その後の本国の手続きは国に
よって違うので、その方面に詳しい法律家または本国大使館に問い合わせ
てほしい。

………………………………………………………………………………………

ＤＶで避難中の女性の電話番号が夫に分かってしまった場合はどうす
ればいいのか。

電話番号を変えてもらうしかない。携帯電話がなければ現代の生活は大変
不便で不利になる。在留カードがあれば携帯を買い替えることは可能だが、
住所を移していない場合は、通知などすべて元の住所に届けられるが、携
帯会社によって異なる場合もあるので、問い合わせてほしい。生活保護を
受けていれば、保護証明を出してもらうことで新しい住所で手に入れるこ
とができる。口座の開設も銀行によってはできる。はなからできない、と
考えずに、様々なできることがあるので、あきらめない。
家を出るときは、在留カードをはじめ、在留資格ビザ、友人の電話番号など
は持って出ることが大切だが、それができないこともある。また安全のため
には不要な周囲への連絡は避けるように本人に自覚してもらうしかない。

遠方の場合、同国人は点在していて近くに仲間も少ない。行政でも満
足のいく対応は難しいようだ。電話対応の限界などについて教えてほ
しい。

電話対応であっても自分の置かれている状況を母語で訴えられた方がいい
ので、外国語が通じる民間団体を利用して、電話相談しながら対処可能か
どうか判断して進めていくことだと思う。遠方ではあってもまずは電話相
談を利用するのは良い方法だ。

………………………………………………………………………………………

ＤＶの被害者で住所地などを秘匿している。元夫側が入国管理局に執
拗に問い合わせをした場合、元妻の女性の情報は厳守されるか。

その恐れのある夫の場合は、入管に口頭だけではなく書面を出しておくと
よい。

外国人が相談にみえた時ーQ&A ／在住外国人を巡る課題

日本での難民認定者数 

27人 2015年
日本は先進国として、国際社会が
抱える難民問題への負担を求めら
れている。

世界の難民 5,950万人

母国を離れた難民…1,950万人
国内避難民…………3,820万人
庇護希望者……………180万人

シリア（388万人）、アフガニスタ
ン（259 万人）、ソマリア（111
万人）、スーダン、南スーダン、コ
ンゴ共和国、ミャンマー、中央アフ
リカ、イラク、エリトリアの順に難
民を多く生んでいる。

在住外国人を巡る課題

問題点

■少ない難民受け入れ
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問題点

■外国人家事労働者 ■資料

家事労働と女性
家事労働者は世界全体で6,710万人を数えると推計され、この17.2％
に当たる 1,150 万人が移民労働者にあたる。移民家事労働者の約
73.4％に相当する850万人あまりが女性（2015年）。家庭内での労働
であることから、これまで虐待や性暴力、無給労働、賃金不払い等の被害
が各国で報告されている。
2011年 6月、国際労働機関 (ILO) は第 100回年次総会で、家事労働者
の適切な労働基準に関する初の条約および勧告を採択。
家事労働者はディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）へ
の基本的権利を有する労働者であると宣言、妥当な労働時間や休暇、雇用
条件の提示、結社の自由、団体交渉権などの権利を明示している。

日本での現状
2014 年 6 月に、日本政府が閣議決定した「日本再興戦略」（改訂
2014）には、「女性の活躍推進」を名目とした国家戦略特区における「外
国人家事支援人材」の導入が盛り込まれている。2015年 9月、特区法
の政令が施行された。

在留資格のない外国人が行政サービスを希望した場合の通報義務

公務員には、在留資格のない外国人について通報義務があり（入管法62条 2項）、これ
を根拠に行政サービスの提供を拒絶する事例があります。しかしながら、行政サービスの
提供と通報義務は本来別の問題です。また、「通報すると行政機関に課せられている行政
目的が達成できないような例外的な場合には、当該行政機関において通報義務により守ら
れるべき利益と各官署の職務の遂行という公益を比較衡量して、通報するかどうかを個別
に判断することも可能である」というのが政府見解で（平成23年 12月 16日受領	答
弁第121号　内閣衆質179第 121号）、常に通報しなければならないわけではありま
せん。　	 山口元一弁護士（弁護士法人あると）作成の資料から抜粋

■	外国人労働者の介護・福祉分野での長期にわたる政策・ビジョ
ンのない中、家事労働者も同様に人権侵害の温床となる危険性
が高い。
■	利用できる世帯は、女性たちが長時間労働に駆り出されること
をはじめ、利用できない世帯間との分断が生じるなど新たな問
題が起きる。
■	社会保障費に充てられる公的資金が削減される。

日本人 正規滞在 非正規滞在

公立小中学校 ○ ○ ○※1

生活保護 ○ △※2 ×※3

児童扶養手当 ○ ○ ×

国民年金 ○ ○ ×

国民健康保険 ○ ○ ○

※1 外国人登録制度がなくなり、在留資格のない外国人は住民登録がされないので、地方自治体の担
当者は、学齢に達した在留資格のない外国人の児童生徒がその自治体内に住んでいることを把握
できません（すでに入管に出願しており、仮放免許可をもらっている場合は、地方自治体の担当
者がその子どもが自治体内に住んでいることを把握できる場合もあります）。そのため、子どもが
学齢に近づいたときには、居住する自治体の教育委員会に相談する必要があります。

	　　自治体内にある小中学校に通うにはその自治体内に住んでいることが要件になっていますが、住
民登録されていないので役所の記録上はその子どもが自治体内に住んでいることが把握できませ
ん。その場合には、役所が別の方法で居住地を確認することがあります。この点、文科相は「仮
に、在留カード等の提示がない場合であっても、一定の信頼が得られると判断できる書類により、
居住地の確認を行うなど、柔軟な対応を行うこと。」としています（2012年 7月 5日文部科学
省初等中等教育局局長通達「外国人の子どもの就学機会の確保に当たっての留意点について」24
文科初第388号）。例えば、自治体の担当者が子どもと住んでいるとされる住所宛に手紙を出し、
この手紙をもって役所に再度提出すればそこに住んでいると判断することが考えられます。

※2 但し2014年 7月18日の最高裁判決によると、法律上の権利ではないので、却下処分に対して
不服があっても日本人と異なり取り消しを求めて訴訟をすることはできません。

※3 1990年の保護課企画法令係長の口頭指示で在留資格のない外国人について除外されています。
もっとも、東京都は1999年 12月のブロック会議以降、在留特別許可見込みの母子には認めて
います。どのタイミングで認めるかはケースバイケースのようです。

それぞれの行政サービスと外国人

外国人が相談にみえた時ー在住外国人を巡る課題


